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定体積・排気・非排水条件における不飽和土の挙動
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1.序論
我が国のような湿潤な気候の土地であっても,
土木工学の対象となる土は不飽和土であることが
少なくない。しかしながら,不飽和土の力学挙動
は未だ十分に解明されていない。
飽和土の変形と強度は有効応力に支配される。
不飽和土の場合には,有効応力が存在するかどう
か,また,存在するとすれば有効応力をどのよう
に定義すればよいか,が重要な研究課題である。
Bishopは次の有効応力式を提案した [1].
σ'=σ~,a+χ("a―,w)       (1)
ここに,σ:垂直全応力,コa:間隙空気圧 ,
vv:間隙水圧,σ―ya:基底応力 (銑el),va一Vv:
サクション (s)。さらに,χは飽和度に依存する
パラメータ (飽和状態で 1,乾燥状態で 0)であ
る[2].
不飽和上では,定体積・非排水条件において,
有効応力は変化しないと考えられる。本研究の日
的は,Bishopによって有効応力の因子とされた
基底応力とサクションの,そのような条件下での
挙動を切らかにすることである。
この目的のために,所定のサクションを作用さ
せて不飽和状態にした供試体に対して,非排水状
態でひずみ制御圧縮を行った後,定体積・非排水
状態で間隙空気圧を変化させる試験を行った。本
論文では,特に定体積・非排水状態で間隙空気圧
を変化させた際の,サクションと基底応力の挙動
を詳細に検討し,同時に Bishopの有効応力式の
妥当性についても考察する.
2.試料および供試体作製方法
試料は藤の森粘土で 425μmふるいを通過し,
75μmふるいに残留したもの (表1および図 1)
を使用した。気乾状態でふるい分けを行ったため ,
細粒分が約 65%含まれている.含水比約 105%
で十分練 り返した後,直径 6cm,高さ 14cmの
一次元 圧 密モール ドに入れ,最大圧 密圧 カ
49kPaで予圧密した。予圧密後,高さ 2cmに成
表1 試料の物理的性質
ps(g/cm3)WL(%)wP(%)IP
2.69752.437.215,2
100
ミ,  80
黙60
陣
申H  40M
昌20
0,01     0.1      1
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図1 粒径加積曲線
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形して供試体とした。尚,このとき供試体は飽和
している.
3.試験装置および方法
不飽和土一次元圧縮試験装置を三軸圧縮試験機
に設置して,次の試験を実施した。前述の方法で
準備した飽和供試体にサクションを作用させ不飽
和にし,非排水状態でひずみ制御圧縮した後,定
体積にして,間隙空気圧 vaを所定の量だけ変化
させた。一連の過程において,間隙水圧 vHI,基
底応力銑et,サクション∂を測定した。
3.1 試験装置
試験装置概略図を図2に示す。試験装置は圧密
容器部分,圧カセル,圧力系統,計測装置から構
成されている.
圧密容器底部にはセラミックディスク (直径
54.5mm,厚さ 7.7mm),ポーラスス トーン (直
径 lomm,厚さ 8mm)を装着してある。セラミ
ックディスクの空気侵入値は275kPaである。こ
の値は従来の方法[3]に従って決定した。
供試体からの蒸発を抑制するため,Yリング装
着型載荷棒[4]を使用 し,供試体上面 (排気面)
にガラス繊維布を敷いた。ガラス繊維布は上面排
水軽減の効果も併せもつ .
コンプレッサー
供試体の体積変化量ム7は,ム7-ムど×И で求め
ることができる.ここに,込どは軸変位計で測定
した供試体軸変位量 (圧縮を正とする),Иは供
試体断面積である。
排水過程 (後述)における排水量込恥 は二重管
ビュレット内の水位の変動量を,差圧変換器によ
って測定した。
基底応力働etはロー ドセルによる力の測定値か
ら計算される。計算方法を付録に記した。
3.2 試験方法
(1)手順
本研究で行った試験は,大別すると 2つの過
程に分けられる。第一の過程は排水コック (図2
のA)を開いた状態でサクションを段階的に作用
させ,供試体を不飽和化する排水過程であり,第
二の過程は排水コックを閉じた非排水過程である .
非排水過程はさらに軸方向圧縮過程と定体積過程
に区分される.定体積過程はさらに応力緩和過程
と間隙空気圧変化過程 (間隙空気圧の減少および
増加過程)に細分される.表2に試験過程を示
す .
表2 試験過程
排水
軸方向圧縮
↓
   非排水 応力緩和定体積
間隙空気圧変化 駕義許
排水過程において,サクションは加圧板法によ
り作用させた。排水量の変化がなくなってから非
排水過程に入った。サクションが平衡した後,軸
方 向圧 縮 を行 った。圧 縮 台 の上昇速度 は ,
0.00229mm/min(供試体の高さが 2cmのとき ,
0.0■4%/minになるような速度)とした。軸方
向圧縮は基底応力σnetが34kPaになるまで圧縮
台を上昇させた,その後,定体積にして応力緩和
の影響を調べた。
非りF水・定体積・間隙空気圧変化過程において
は,聞隙空気圧を所定の値に変化させ,そのまま
一定に保ち,基底応力とサクションの挙動を調べ
た。
(2) 試験条件
排水過程においてサクションは 0→10→29→
59→■8→196→245(kPa)の順に段階的に作用さ
圧カレギュレー ター
上
セラミックディスク
ポエラスストー ン
図2 装置概略図
二重管ピュレット
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せた。各段階でサクションは排水量が平衡に達す
るまで作用させた.ただし高サクションの段階
(196kPaおよび 245kPa)においては,排水量
の平衡には loooomin程度要すると考えられた
が,空気侵入を避けるため約 2000minしか作用
させてない。
図 3は非排水過程における間隙空気圧の時間
的変化を模式的に示したものである。図 3にお
いて,(a)は非排水・定体積・応力緩和過程であ
る。(b)は間隙空気圧減少過程,(c)は増加過程で
ある.後の考察において期間(b)と期間(c)をさら
に,室温変化が小さい期間 (それぞれ期間(bl),
(cl))と,室温変化が大きい期間 (それぞれ期間
(b2),(c2))に細分する .
図 3 非排水過程における間隙空気圧の時間的変
化 (模式図)
4.結果および考察
4.1 水分特性曲線
図 4は排水過程の結果に基づく水分特性曲線
である。同図より,サクションを245kPa作用さ
せた時,供試体飽和度が約 72%まで下がってい
ることがわかる .
4.2 非排水過程の軸方向圧縮および定体積・応
力緩和時の挙動
図 5は非排水・軸方向圧縮過程および非排
水・定体積・応力緩和過程の 口w,島仇etおよび
込7とιの関係を示したものである。初期に圧縮
台を上昇させているにもかかわらず,体積変化が
起っていない。これは載荷棒と加圧板の間に隙間
があったため,供試林が圧縮しなかったことを意
味している。圧縮時において,動etが上昇し rrlv
も上昇 (β は減少)した。このときの働etの増加
100   1000
(a)
図5 非排水・軸方向圧縮過程および非排水・
定体積 。応力緩和過程の挙動
量は 30kPaであり,vwの増加量は 17kPa(どの
減少量は 17kPa)である,この結果は,BishOp
の有効応力式において,oくガ吼 であることを考
慮に入れると,有効応力が増加 していることを意
味する。圧縮後の定体積の状態 (図5の(a)の期
間)で応力緩和のため仇etは減少し,sは増加し
た。尚,定体積過程の有効応力については,4.5
で吟味する。
4.3 非排水・定体積・間隙空気圧変化過程の挙
動
(1)間隙空気圧減少時の挙動
図 6に非排水・定体積 。間隙空気圧減少過程
の LrMI,∂碗etおよび込7としの関係を示す.ya
の減少によリ ロwも減少した。しかし,vHIはh
に比べて時間的に遅れて変化したので どは一時減
少した。その後,Irwの減少に伴って βは上昇し,
一定になった。その結果,図6のblの期間にお
いて,どは減少し働etは増加した。約 1日経過し
た後 (期間 b2),Ir.・とJlletは徐々に減少 (じは増
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図6 非排水・定体積・間隙空気圧減少過程の
挙動
加)した。これはエアコンの不調により室温が低
下 したためである。卜1500minのとき室温は
20.5℃であつたが,卜15840minでは 13.8℃まで
下がっていた。その後,エアコンの回復によって
室温は上昇し,的とJnetは徐々に増加 (β は減
少)した.尚,この間,室温は連続的に測定して
いない。室温変化が大きいとき(b2)の挙動につい
ては,4.4で詳しく述べる。
(2)間隙空気圧増加時の挙動
図7に非排水・定体積・間隙空気圧増加過程の
的,β,動etおよび込7とサの関係を示す。室温 T
の変化も併せて示した。室温の変化が 0.1℃であ
った期間 clの挙動を見ると,Eraの上昇により
的 は上昇した。しかし,的は vaに比べて時間的
に遅れて変化したので ∂は一時増加したが,その
後 80kPaで一定になった。その結果,期間clに
おいてはβは上昇しσnetは減少した。
以上の結果より,非排水・定体積状態で ,aを
減少させると づが減少し働etは増加すること,反
対に,ぬを増加させると ∂が増加し,銑etは減少
することがわかった。この結果に対する BishOp
の有効応力式の適用性ついて 4.5で考察する。ま
た,vaは294kPa→235kPa→294kPaと減少お
よび増加させて,元の値に戻したにも関わらず ,
どと働ctの変化にはヒステリシスが生じた。即ち,
vaの変化サイクル後,∂は元の値より大きくなり,
動etは小さくなった。
4.4 室温変化時の挙動
図 7の卜1000minあたりから 3500minまで
(期間 c2)室温 Tが低下し,それに伴って働et
は減少し ∂は上昇した。その後も±1℃程度の範
10      100
f(min)
10000  100000
図7 非排水 。定体積・間隙空気圧増加過程の
挙動
囲で Tは変化し,仇etと∂が変化している。つま
り, ∂および鈍etはTの変化と関連性があるこ
とがわかる。具体的には,Tが上昇すると釦etと
ぃ は増加 (どは減少)し,Tが低下するとJIletと
IrHIは減少 (∂は増加)すると考えられる。
しかしながら,計測機器が室温変化による影響
を受けている可能性があるためその影響を調べた。
銑etを計測するロー ドセルは無負荷状態で室温が
4℃低下しても出力値は変化せず,間隙水圧計お
よび間隙空気圧計は 0.5kPaだけ増加した。した
がつて,図7に示したような室温変化量に対 し
て,使用した計測機器が受ける室温変化の影響は
無視してもよいほど小さいといえる。また,室温
が変化した場合,三軸圧縮試験機の載荷枠の支柱
(86cm)の長さが変化するため供試体の体積は
変化す る。支柱 は鉄製であ り,鉄の線膨張率
(1.2×10‐5℃‐1)を用いると 1℃低下した場合支
柱 は 0.001cm縮む ことになるので供試体 も
0.001cm(0.028cm3)程度圧縮することになり,厳
密には定体積を保てないことがわかる。
4.5 Bishopの有効応力式の検討
含水比および間隙比が一定であると有効応力は
変化しないと仮定すると,定体積・非排水条件で
は有効応力は一定 (込σ生0)でぁる.BishOpの
有効応力式では
ムσhet+χ込∂=0             (2)
となる。このときχは一込」llet逸∂となる.表
3に各段階におけるム」llet,れおよび―ムJIletttJ
を示す.室温変化が 1℃未満の場合は定林積であ
ると仮定すると―ム」Ilet逸∂はχとなるが, 1℃以
上 (表の()で囲った部分)ではχとはいえない .
したがつて,以下の考察においてはχとは呼ばな
期間
込口a
(kPa)
ム●llet
(kPa)
込∂
(kPa)
?
? ―ム仇etたs
a 0 ‐13 2 0.3 6.5
b ‐59 1 Ⅲ8 1.3 (0.13)
bl ‐59 2 ‐8 0,1 0.25
b2 0 ‐12 10 ‐6.7 (1.2)
C 59 ‐9 ‐0.4 0.82
Cl 59 ‐8 14 ‐0.1 0.57
c2 0 ・4 (4)
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表 3 非排水・定体積過程の各段階における
込仇et,ム∂および―込仇et/As
いことにする.
表のすべての結果においてム釦etと込∂の関係は,
一方が増加すると他方が減少する (あるいはその
逆の)傾向がある。これは式 (2)から予想され
るとお り,Bishopの有効応力式に反していない.
しかしながら,一込働et/A∂の大きさはすべて異な
つている。これには,室温,間隙空気圧の増減お
よび応力緩和が影響しているものと考えられる。
先ず,室温変化の影響について考察する。図 8
は各期間における―ム働etなJと込Tの関係を示し
たものである。図 8より,期間 blに比べて b2
では室温は低下し,―ム働et独♂は大きくなり,bl
に比べて bでは室温変化量が大きく,―ムJlletttJ
は小さくなっている.期間 clとc2および clと
cにおいても同様である。これらの結果より,一
込」Ilet独どは室温が上昇すると小さくなり,室温が
低下すると大きくなる傾向にあることがわかる.
室温変化量が 1℃未満であった場合の結果に対
して,vaの増減の影響について考える。表 3に
おいて期間 blとclを比較すると,符号が異な
つているが Eraの変化量は同じである。一込働etゑ∂
は yaの変化量が同じであるにもかかわらず異な
つている。したがって,ぬの増減の影響も受け
ていることがわかる。
期間 aに関して―ム働etz∂は大きな値となって
いるが,これは応力緩和によりJIletが大きく減少
したことが影響していると考えられる。
先に考察したように室温変化が大きい場合には
体積が一定になっていないと推察できる。実際,
表 3では室温変化が大きい時には一込働et之∂が 1
より大きくなるか極端に小さい値となっている。
室温変化が小さく定林積条件が満たされるような
場合では一込Ollet独∂(=χ)はyaの増減によって
大きくは変化しないが,一定と見なすことはでき
ない。したがって,定体積 。非排水条件下で Ira
が変化した場合や応力緩和時には,BishOpが提
7
6
И rrτ′
図8 各期間における―ム働et/4JとムTの関係
案した有効応力は適切でないと言える。しかし,
室温変化が小さい場合,即ち,土質試験において
通常許容される室温変化時においても,微小な体
積変化が起こっている可能性があるので,より厳
密な議論をするためには,室温変化が起こらない
条件下で試験を行う必要がある。
5.結論
本研究では,不飽和土の変形挙動に有効な応力
の因子として,BishOp同様基底応力とサクショ
ンを取 り上げた .
不飽和土の排気 ,非排水試験を行い,軸方向圧
縮時および定体積状態で間隙空気圧を変化させた
際の,サクションと基底応力の挙動について調べ
た ,
以下に本研究により得られた結論を要約する。
軸方向圧縮過程において,基底応力は増加しサ
クションは減少した。このとき,基底応力の上昇
量はサクションの減少量に比べ大きくなった。こ
れは,BishOpの有効応力式において,oくが 1で
あることを考慮すると,有効応力が増加したこと
を意味する.よって,BishOpの有効応方式はこ
の現象を説明できる。
定体積・排気・非排水状態で間隙空気圧を変化
させた結果,サクションと基底応力は相対的に変
化した。具体的には,間隙空気圧が減少 (増加)
するとサクションは減少 (増加)し,基底応力は
増加 (減少)した。このことから,サクションと
基底応力の間には負の相関性があることがわかる ,
また,このような負の相関性は,室温変化時にも
現れた。つまり,室温が上昇 (低下)するとサク
ションは減少 (増加)し,基底応力は増加 (減
少)した。
?
『?
↓???】
?
?
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各段階での一込釦et之∂は室温変化,応力緩和お
よび間隙空気圧の増減の影響を受ける。また,室
温変化,応力緩和が起こらない時においても,定
体積・非排水状態での一ムJnetゑづ(=χ)は飽和
度が一定であるにもかかわらず,一定の値にはな
らなかった ,
以上のことから,定体積・非排水条件下で間隙
空気圧が変化 した場合や応力緩和 について ,
Bishopが提案 した有効応力が適用できないとい
える.
今回行った試験においては供試林飽和度が約
70%と比較的高い,今後は低い飽和度の供試体
を用いた試験を行い,さらなる検討をしていきた
いと考えている。
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付録 基底応力仇etの算出方法
図 9に載荷棒および加圧板に作用する鉛直方
向の力を図示した。各記号の意味は以下の通りで
ある :
几 :載荷棒がロー ドセルを押す力の反力 (ロー
ドセルによって測定される力)
随 :載荷棒の自重
机 :載荷棒下 面 に作用す る空気圧 の合 力
(=EraXИp.Иpは載荷棒断面積)
五 :加圧板が載荷棒を押す力
乃 :載荷棒が加圧板を押す力 (=乃)
協 :加圧板上面に作用する空気圧の合力 (=監
xИ。4は供試体断面積)
協 :加圧板下面に作用する間隙空気圧の合力
(=b)
晦 :加圧板の自重
ロードセル
図9 載荷棒および加圧板に作用する力
P:加圧板が供試体を押す力の反力
Pを供試体断面積 ス で除したものが基底応力
銑etである .
加圧板に作用する鉛直方向の力のつりあい式は
F2+1/2+72~I1/′―P=0       (3)
したがって,1/2〓1/,であることを考慮すると
F2=P~72 (4)
載荷棒に作用する鉛直方向の力のつりあい式は
(5)
(6)
Fl〓F2であるから,(4),(6)式より
P=FL+レ恥+ 晩 ―yl      (7)
となる。したがって
牝d考=    ③
となる.
?
?
島
したがって ,
FL+74~1/1~Fl〓0
Fl〓FL+L…1/1
(受理 平成 15年9月30日)
